平成２４年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	市民ネット・むろらん

	議員名
	水江 一弘・小田中 稔・児玉 智明・髙橋 直美・立野 浩靖

	調査実施年月日
	平成２４年７月９日（月）

	調査先　自治体名等
	新潟県三条市

	調査項目
	「子ども・若者総合サポートシステム」について

	調査目的
	問題を抱える子どもから若者までを社会から孤立させない支援システムの検証

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：　　　　１０３，３１４人（Ｈ２３．４．１現在）　　　行政面積：４３２．０１ｋ㎡

２　視察内容
支援を必要とする乳幼児から概ね３５歳までを対象としたサポートシステム及び組織体制の検証

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	　「三条市子ども・若者総合サポートシステム」とは、①発達障がい児を含む障がい児②被虐待児③不登校児、非行児④その他支援が必要な子ども（可能性のある子どもを含む）⑤妊産婦を含む保護者⑥ひきこもりなどの問題を抱える若者など、乳幼児期から就労・自立に至るまで、切れ目なく総合的に支援を行うため、市が情報を集約・一元管理をし、国や県などの外部機関と連携して、個に応じた支援を継続的に行うサポートシステム。

　システム構築以前、市では、福祉、教育など分野ごとに支援事業を行っていたが、窓口が分散され利用する市民にとって分かりにくいなどの課題があったため、市教育委員会に調整機関として「子育て支援課」を設置し、子育て支援に関する窓口が一本化された。　

子育て支援課では、各関係機関からの情報を基に、個人の支援台帳「子ども・若者支援台帳」を作成し、情報の一元管理を行うとともに、支援体制のチェックを行う。支援が必要な場合、ハブ組織として、児童相談所や医療機関、ハローワーク、警察など関係機関と連携し、各組織の特性に応じた支援体制が組まれている。
また、各関係機関の代表による「三条市子ども・若者総合サポート会議」が設置され、「代表者会議」「実務者会議（虐待防止部会、問題行動対応部会、障がい支援部会、若者支援部会）」「個別ケース検討会議」を開催し、子ども・若者に関する様々な問題について継続的な支援が行われるよう組織されている。
更に三条市では、行政機関と保護者をつなぐツールとして子育てサポートファイル「すまいるファイル」を配布している。保護者の下で、子どもの診断歴や発達の記録、個別の支援計画を記録管理し、支援を必要とした場合、ファイルを基に、より適切なサポートを受けることが出来る。
　三条市のこうした縦割りを解消し、ワンストップで必要に応じた支援体制が組まれる取り組みは、子どもの成長に不安を抱える保護者の大きな支えになると感じた。　
問題を抱える子どもから若者までを社会から孤立させない支援システムの構築は重要な課題であり、不登校だけでなく、義務教育後のひきこもりやニート問題にも市が窓口となり、継続的な支援を行うことは本市でも取り組むべきと感じた。


